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１．１原子力の社会性

□ 原子力発電開発当初より、原発の技術的

故障は社会的問題として扱われてきた

□ 被爆国としての原子力/放射能に対する

独特の国民感情⇒福島事故により増幅

□ 事故により、原子力のトランスサイエンス

の問題領域が拡大

原子力の利活用継続に対し国論は割れている

⇒ 原子力選択の国民的合意形成は可能か

１．原子力と社会
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１．２原子力世論の混乱（京大山名先生の見方
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１．３今、何故リスクコミュニケーションか

□ 事故により、原発の安全/安心の基盤が損
なわれ信頼を喪失⇒ゼロリスク志向に

□ 「安全は強化され原発は必要です！」では
国民、地元住民は安心を覚えない

□ 原子力の諸問題について事実を正しく伝え
選択の便益とリスクを冷静に考える為の
真剣、丁寧な相互意思疎通が必要
⇒ リスク認知による相互理解への努力
⇒ 未知性、不確定性因子の説明努力
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２．１福島事故の真の原因は何か

直接的原因：１０００年に一度といわれる巨大地震とそれに続く巨大津波 ： 天災

間接的原因：巨大津波に起因するシビアアクシデント対策の不備 ：

地震発生

原子炉停止

外部電源喪失

非常用DG／炉心冷却系起動

津波襲来

環境への大規模な放射性物質の放出

設備は設計通りに機能した

非常用DG／直流電源喪失（全電源喪失）
炉心冷却機能喪失、制御機能喪失

炉心損傷

格納容器破損、原子炉建屋への漏洩
原子炉建屋の水素爆発

津波による多重故障および共通
要因故障によるシビアアクデント
への考慮、対応策が欠如

人災

放射線事故時の社会対応体制
の不備
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２．２今後の安全確保をどうするのか

・シビアアクシデント対策の不備、放射線事故時の社会対応体制の不備
という反省
・原子力安全確保としての深層防護思想の深化

我が国の今までの
安全確保思想

第１層
異常の発生防止

第２層
異常の拡大防止

第３層

炉心損傷防止

新安全基準の安全確保思想
従来の第１～３層に加えて第
４、５層を考慮する

第４層

第５層

放射能放出時の被曝防止、
環境汚染防止、復旧活動

シビアアクシデントの対策強化、
周辺環境への放射能の放出防止・余裕のある設計

・フェイルセイフ
・インターロック
・自己制御性
・高度な品質管理

・異常の早期
発見
・原子炉停止
装置

・非常時炉心
冷却装置
・閉じ込め機能
（５重の壁）
・格納容器とそ
の冷却装置
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原子力規制委員会の新安全規制と電力会社の対応

電力会社の対応

・事故時の司令塔となる緊急時対策所
・津波対策（防潮堤の設置、水密扉等）
・電源の確保（空冷のガスタービン発電
車、電源車、緊急用配電盤設置等）
・冷却手段の確保（消防車、代替熱交換
器車、貯水池の増設等）
・地震への対応（基準地震動の見直し、
耐震強化、断層影響評価等）
・ケーブルの難燃化
・緊急時対応体制の整備と訓練

東電の反省と今後の改革

・原子力改革監視委員会、原子力改革特別タスクフォース設立
・福島事故の反省、根本原因分析、総括、当時の会社組織内の問題
・原子力安全改革プラン：組織対策、経営層の改革、コミュニケーション活動の改革他
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３．１石油・天然ガス・石炭の供給限界は？

石油

ガス

石油・ガス生産ピーク（ASPO予測）
石炭生産ピーク（ウプサラ大学Aleklett教授）

・石油および石油＋ガスのピークは２０１０年頃 ・石炭のピークは２０２０年頃

３．エネルギー環境問題としての原子力
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３．２シェールガスの可能性はどうか

シェールガス・オイルの問題点
・シェールガスは非在来型資源。
・硬い岩石を水圧破砕（大量の水を高圧で投入）
エネルギー収支比（EPR）が低い。
・大量の化学薬剤を入れるための環境問題。
・生産井の減衰が急速（最初の２年間で８０%減
少）。次から次へと井戸を掘る必要。
・米国で成功して他国でも成功するとは限らない
・経済的に成立する資源量は限界がある。シェールガス・オイルの堀りかた

米国でのシェール革命
・シェル層からのガス・石油を安価に供給できるようになり、米国エネルギー情勢
は様変わり。２００８年→２０１２年で、貿易赤字６９８３億ドル→５３９５億ドル、
石油製品輸入量１１ＭＢ／日→７．７ＭＢ／日に激減。米国経済の大転換。
・米国の中東依存度激減。世界戦略への影響懸念。

なぜ米国で急速に開発が進んだのか
・豊富な掘削経験と技術力の蓄積
・地下資源の所有権は地主で、民間活力大。
・ガスパイプラインの充実。
・原油国際価格急騰で経済性メリット。
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３．３自然エネルギーの可能性はどの程度か

・自然エネルギー（太陽光・風力等）は再生可能で無限のイメージガあるが、利用する
ためには様々な制限があり、有限となる。
・資源エネルギー庁は、CO２削減目標達成するための自然エネルギー最大導入目標
を定めた。（立地制限限界、大量生産効果、FITの最大利用等を最大限適用）

太陽光発電 風力発電 合計 発電割合

２０２０年 1,400 500 1,900 2.40%

２０３０年 5,300 670 5,970 6.80%

自然エネルギーの最大導入目標（万KW）

・２０３０年の最大導入でも、太陽光、 風力合計で全発電量の７％程度
・太陽光、風力は変動電源であり、バックアップ電源か蓄電設備が必要（コスト大）
・多額のFIT（買い取り制度）で導入。電気料金へ跳ね返り、消費者負担に
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３．４地球温暖化問題の現実

気候変動国際間パネル（ＩＰＣＣ）
報告書

報告書 人間活動が及ぼす温
暖化への影響

第１次（１９９０年） 気温上昇を生じさせる
だろう

第２次（１９９５年） 影響が全地球の気候
に表れている

第３次（２００１年） 可能性は高い（６６％以
上）

第４次（２００７年） 可能性は非常に高い
（９０％以上）

第５次（２０１３年） 可能性は極めて高い
（９５％以上）

温暖化には疑う余地は
ない

我が国のＣＯ２排出量

・２０１０年：１２億５７００万トン
・２０１１年：１３億８００万トン
・２０１２年：１３億４１００万トン

電源別ＣＯ２排出量
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４．１放射性廃棄物はどうするのか
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４．原子力政策問題



・我が国には歴史的に安定した地層は広範囲に存在する。
・安定した地層の最大の懸念は、地下水の浸食による溶出。
深地層地下水は数ＣＭ/年しか動かず、酸素を殆ど含まず腐食性低い。
さらに多重バリアシステムで地下水による浸食の可能性を低減している。
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Shobunnchino選定ンプロセス

何故今まで処分地が選定できていないのか

高知県東洋町の田嶋町長は文献調査に入る意向を示した。途端に反原発の方たちから
抗議の電話が町役場に殺到。通常業務不能事態に。町内には反原発グループが押しか
け住民を洗脳。町は２分化され、対立。町長リコール、出直し選挙で田嶋町長落選。

今後はどうするのか
今までの地方自治他からの誘致申し出方式を改め、国が前面に立ち、候補地を定め、
国の責任で地元の理解を得る方式とすることを検討中。
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４．２放射線被害問題をどう考えるか
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国連科学委員会の福島事故の被曝影響評価
2013年５月

・福島事故での集団線量（日本人全
体）は甲状腺でチェルノの１／３０
・甲状腺被爆者の線量はチェルノの
最低限なみ、最高値は１／１００
・チェルノブイリ原発事故と比べて、
放射性物質の放出量が少なかった
上、日本では住民の避難や食品規
制などの対策が比較的、迅速に取
られたと指摘。避難により、甲
状腺の被曝が最大５００ミリシーベ
ルト防げた人もいた。
・福島第一原発の健康影響について
「（がんが増加しても非常に少ない
ため）見つけるのは難しい」「福島
はチェルノブイリではない」と結論
付けた。
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福島第一原発からの汚染水流出
（安倍総理の Under Controlの意味）

付近の海域附でのトリチ
ウ,セシウム、ストロンチウ
ム等検出限界以下。

セシウム濃度は事故直
後から１／１０，０００以
下に減少。国の基準値
の約１／１０。

セシウム濃度は事故直
後から１／１０，０００以
下に減少したが国の基
準値をわずかに超えて
いる。

４．３福島汚染水問題はどうなっているか

25



福島第一原発遮水対策例
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汚染水の処理方法
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３．４原発の発電原価はどうなっているか

・福島事故後の電源別発電原価評価を下図に示す（コスト等検証委員会 2011,12,13)
・原子力は事故対策費の程度によるが８～１０円/KWh。風力太陽光は今後の原価低
減を目一杯入れても10円/KWh程度。さらに変動電源対策費等も必要になる

事故対策費

日本独自

原子力の発電原価内訳（含む事故対策費）

円/KWh
円/KWh
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４．５世界の原発計画はどうなっているか

・福島事故以後、運転中・計画中基数は多少減少している
が、計画中基数は急増している。
・特に増加が著しいのは、中国、ロシア、インド
・産油国、東南アジア等、での新規参入国も増加している

運転中 建設中 計画中

出力 基数 出力 基数 出力 基数

2010 38916 432 7460 66 9975 74

2011 39220 436 7573 75 9975 91

2012 38314 427 6892 69 16495 144

出力：万KW

29



４．６脱原発政策は可能か

・ 脱原発をした時の現実的な政治、経済、外交、社会（立地地域問題を含む）、環境、
エネルギー政策等の諸課題をどうするかの解がなければ脱原発は不可能
・民主党は２０３０年に原発ゼロを打ち出したが、これを閣議決定できなかった。ここに
国の方針として脱原発ができない問題が凝縮されている。

・米国からの抗議
核不拡散体制への不安。先進国（日本を含む）原発建設技術の弱体化

・青森県の反発
青森県は国の方針に協力し、各種原子力施設を導入。原発ゼロにす
るなら使用済み核燃料を含めて持ち帰れとの主張。

・経済諸団体からの猛反発
電気料金値上りによる国際競争力の喪失
企業の海外移転の懸念
GDP低下懸念

民主党はなぜ原発ゼロ（２０３０年）を閣議決定できなかったか？

・脱原発の経済・社会負担
代替燃料費負担：３～４兆円/年、原発施設が資産から負債に数兆円→債務超過破産、
廃炉費用数兆円、バックエンド対策費数十兆円、青森にある高レベル廃棄物等の移管、
原子力立地地域対策、CO２削減対策、エネルギー確保対策等々。 30



４．７迷走する我が国の原子力政策

我が国の原子力政策の流れ
・2005/10 原子力政策大綱閣議決定、2030年以降も 30~40％確保
・2006/8 原子力立国計画策定
・2009/7 民主党政権誕生、原子力政策踏襲
・2011/3 福島事故
・2011/5 菅首相（当時）浜岡原発停止命令
・2012/10 民主党政権、2030年脱原発政策の閣議決定失敗
・2012/12衆院選挙で民主党大敗、自民党安倍政権誕生。安全を確保して再稼働の方針
・2013/9    国内全原発停止
・2014/4 エネルギー基本計画閣議決定、原子力は重要電源の位置づけ
・2014/6   規制委審査遅れで再稼働いまだに出来ず

再稼働を阻害する要因
・アベノミクスにとって原発再稼働は重要案件。しかし民意を図りかねて強硬姿勢取れず。
・安全確認は規制委員会の審査次第として規制委員会の権限強大に。規制委員会の体制不備もあり
審査遅延。
・規制委員会の独走の弊害。少数委員の見解に振り回わされている。断層問題、電力対策への後出し
ジャンケン等。

あるべき姿
・政府は国の方針を強く明確に。
・規制委員会の業務に対する専門家による監査機能の実現
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憂慮すべき我が国の電源構成の現状
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